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〈決算の概要〉
【連結損益の概要（連結）】

営 業 収 益：１兆７，１０４億円（前期比＋３，１０１億円 ２２.１％増）

運輸収入（単体）：１兆３，４２８億円（前期比＋２，７２８億円２５.５％増）

営 業 費：１兆１，０３０億円（前期比＋７７２億円 ７.５％増）

営 業 利 益：６，０７３億円（前期比＋２，３２８億円６２.２％増）

営業外損益：△６０４億円（前期比＋６５億円）

経 常 利 益：５，４６９億円（前期比＋２，３９４億円７７.９％増）

当期純利益：３，８４４億円（前期比＋１，６４９億円７５.２％増）

【キャッシュ・フローの状況】

営業活動によるキャッシュアウト ＋６，７２８億円（前期比＋1,861億円）

投資活動によるキャッシュアウト △４，３６５億円（前期比△2,615億円）

財務活動によるキャッシュイン △1，２５１億円（前期比円＋954億円）

現金及び現金同等物期末残高 ８，２１７億円（前期比＋1,111億円）
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リニア建設費の資金調達計画は甘い！
本部は５月１日、「令和５年度期末決算」の経営懇談会を開催しました。

会社は決算について、「コロナ禍からの回復に伴い、東海道新幹線・在来線

ともにご利用が増加したことなどから、連結営業収益は前年に比べ増加し、増

収増益の決算」また、次期の業績予想について「安全の確保を最優先として、

効率的な業務執行体制を構築する業務改革と、新しい発想による収益の拡大の

２つの柱とした経営体力の再強化に取り組む」と説明しました。

本部は、リニア建設費についての資金調達の不透明さや甘さについて指摘し

ました。会社は、「資金調達については健全経営と安定配当をしながら行って

いく」と主張し、明確な回答を示しませんでした。改めてリニア建設工事の中

止を主張しました。



- 2 -

【長期債務の概要】

長期債務の当期末残高は、４兆８,４６１億円。このうち中央新幹線建設長期

借入金を除いたその他の長期債務残高は、前期末から１,０３６億円減少して

１兆８，４６１億円。

【次期の業績予想（連結）】

次期の業績予想については、最近の輸送動向等を踏まえ、社会活動が一層活性

化し、引き続きご利用は回復していくと想定して、以下の通り算出した。

営 業 収 益：１兆７，４００億円円（当期比＋２９５億円、１．７％増）

運輸収入（単体）：１兆３，６９０億円（当期比＋261億円、１．９％増）

営 業 利 益：６，０８０億円（当期比＋６億円０．１％増）

経 常 利 益：５，４５０億円（当期比△１９億円０．４％減）

当期純利益：３，８１０億円（当期比△３４億円０．９％減）

【配当（当社）】

当期の期末配当については、昨年８月に公表した配当予想１株当たり１４円を

１円増額して１５円とする。次期の配当予想についても、中間・期末ともに１

株当たり１５円とする。

〈主なやり取り〉

休日出勤解消のために適正要員を配置しろ！
組合：運輸収入の増加の根拠は、コロナ禍からの回復によりお客様の増加が根

拠としているが、ＪＲ東海会社としてどのようにやってきたのか。さらに

次年度は１００％回復予想しているが、それに向けて列車本数の増加など、

１００％確保するための考えを聞きたい。その理由は乗務員の休日勤務指

定を行うとなっており、したがって乗務員の労働条件は低下している。運

輸収入の増加は乗務員の努力の結果である。輸送量を確保するための必要

要員を確保し、人件費の増を含めて休日出勤が発生しないための要員を確

保のため知恵出しを行え。、

会社：運輸収入の増加について、新幹線ではのぞみ１２本ダイヤや弾力的な列

車設定を行った。また、エクスプレス予約やスマートＥＸを利用するため

１年前予約といったサービスを開始した。さらに様々なキャンペーンを展

開した。在来線では特急列車ＨＣ８５系車両を全投入し、弾力的な増結や

増発を行ったことが運輸収入増の根拠になっている。

会社：業績予想について９６．１％から１００％になる根拠は、新幹線はビジ

ネスについてリモート技術の普及によって、一定程度の影響は残る可能性
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はある。しかし、対面することが重要と考えており、現在少しずつ回復し

ている。観光については、既にコロナ禍前に回復しているので輸送サービ

スの充実に努めることでビジネス・観光は増加していくと考えている。在

来線についてもリモート技術の普及の影響を受けており、通勤・通学はコ

ロナ禍前には戻っていない状況である。長期的な人口減により、減少して

いくとも思っている。しかし、当社の使命として安全を第一にお客様に対

して輸送サービスの充実を提供していく。地域の連携を強め、地域の観光

にも力を入れていく。そのことにより１００％としていきたい。

会社：休日勤務について、昨年度は新幹線・在来線とも休日勤務の指定はなか

った。他方、今年度は旅客需要が回復傾向にあるので、それに伴って列車

本数の増となり、新幹線について休日勤務が発生する。必要な要員は確保

しているものの、需給は波があり、ピークに併せて人員を配置することに

はならない。要員を押し並べて配置した時に、需要のピークについて休日

勤務で対応していかなければならない部分がある。加えて、世間に比べて

離職率は低いが、２％程度離職率が上がっており、併せて男性の育児休暇

について積極的に取得するようにもなったので、それらの要因で要員の変

化がある。列車本数増により要員の確保のために休日勤務が発生するので

強力を願う。

組合：観光は１００％と言われたが、ビジネスがなかなか戻っていないが、４

％程足りないという考えでいいか。

会社：ビジネスと観光の区別は難しい。土休日でもビジネスで利用しているし、

平日でも観光で利用している。算出は難しいと思うが、しかし、それに近

しい考え方として平成３０年度比で昨年度の平日の輸送量は８８％だっ

た。土休日は１０１％であったのでビジネス客が戻っていないと判断でき

るのではないか。

組合：特急券でビジネスと観光を色分けできるわけではない。ビジネス客を伸

ばすためには、エクスプレス予約やスマートＥＸを拡大していく考えなの

か。

会社：そうである。

組合：７号車のＳワーク車両について、どの位収益に結びついているのか。Ｓ

ワーク車両やワークスペースの新設で収益の見込みはあるのか。

会社：エクスプレス予約やスマートＥＸを通じてビジネスのお客様の拡大はあ

るし、Ｓワーク車両やワークスペースについて期待している所ではある。

Ｓワーク車両の乗車率は平日で７０％位である。ＳワークＰシートにおい

ては平日のぞみで約７５％となっている。比較的利用されている考えであ

る。一方ビジネスブースについては、全車両に設置されていないので、集

計については時期尚早と考える。

組合：車両の拡大について６号車にも拡大していく考えはあるのか。

会社：考えていない。車両のうんようを限定できないので難しい。
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組合：今年度は需要の拡大を基本としつつ、ビジネス客の拡大を目指していく

ことか。

会社：そうである。

組合：観光についてはインバウンドが大変好調である。

会社：インバウンドのお客様の割合がどんどん大きくなっているので、営業本

部にインバウンド対応のチームを昨年立ち上げ、社内体制を強化して、海

外からの誘致活動もやっている。

組合：大きなトランクが無秩序に置かれ、旅客が迷惑している部分も存在する。

乗務員はそれに対応することも大変である。インバウンドのお客にトラン

ク問題を含めて、啓蒙活動を広めていかなければならない。車内における

安全確保に務められたい。乗務員の負担増にならないようにせよ。

組合：休日出勤について会社の考えはピークに合わせないということだが、ピ

ークを何処に見るのかと、適正要員をどいうふうに見るのかという問題に

ついて、労働組合として休日出勤数をできるだけ少なくするための要員確

保をしていかなと離職が進んでしまう。魅力が感じられるには小さなとこ

ろが大事と考える。賃金が良いだけではなくて、労働条件や労働内容実態

を変えていかなければ、長く勤めてもらえない。「今年は休日出勤で乗切

ったからら来年も」ではなくて要員増を進めていくことが大事である。

組合：１年前予約が開始されるが、ピークがある程度読める訳だから、休日出

勤はが発生しないように要員配置ができることとなる。

会社：１年前予約ができる車両について席数が限られており、そこで予測がで

きるかどうか難しい。乗務員養成もあり、前もって予測をしながら需要が

どのように伸びるのか。また、いつまで続く部分もある。その予測を企業

として人材確保・要員確保はバランスよく考えなければならない。完全に

休日出勤がゼロになることは難しい。

組合：バランスの読みが重要である。現場で年休が入らず社員が疲弊している。

そのことを本社としてどう受け止めるのか。

会社：年休取得率を見ても、適正に取得できている。年休を消化できるように

要員を配置している。

組合：５４歳原則出向に出した乗務員は戻せばよい。姿勢が見えない。

会社：必要な要員は確保していく。他方で労働人口の減少に向けて業務改革な

どで、１～２年で対応できる業務執行体制を確立できる会社にしなければ

ならない。

組合：運輸系統の現在員は昨年度と今年度でどの位増えているのか。

会社：この場は経営懇談会なので、資料は持ち合わせていない。

組合：増えているのか。会社は休日出勤を減らす考え方を持っていることでい

いか。

会社：抑制する考えはある。

組合：具体的には要員を増やすことが基本である。
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会社：資料がないので分からない。

組合：中期的な基準人員と現在員を見なければならない。具体的な数字を照ら

し合わせながら要員配置をしなければならない。

組合：昨年度での業績予想と今年度の実績が大きな差があった。しかし、来年

度の業績予想は今年度の実績とほぼ変わらない業績予想していることは、

来年度も今年度と変わらないと予想しているのか。

会社：９６．１％から１００％にしていく想定のもと、業績予想を立てている。

組合：だからそんなには変わらないということでいいか。

会社：４％程度なので、そんなには変わらないと予想した。

リニア建設工期が延びれば延びるほど会社のお荷物に！
組合：リニア建設費で財政投融資３兆円を流用し、令和５年度末で１兆３，５

１６億円になる。今年度は３，５００億円が計画され、財政投融資から支

出されるのか。

会社：リニア建設費用について、今年度の３，５００億円は来期も財政投融資

から流用する。別に今の営業収益から資金運用して積み立てており、将来

に備えている部分もある。

組合：財政投融資の返済は３０年後とされ、２０４６年から返済が始まるが、

返済計画についてどのように考えているのか。

会社：借入金のの返について、経営状況に応じて返済していくこととなる。そ

の時々のキャッシュフローの中から返済できるものは返していく。必要な

しきんについて、資金調達しながら確保していく。先の話ではあるが適切

に対応していく。

組合：その時は経常利益から支出することになるのか。

会社：営業活動のキャッシュフローの中から返すことになるが、足りなければ

資金調達の形となる。

組合：経常利益から毎年３，０００億円を返すとはならないことか。

会社：色々なことがあり、単純ではない。

組合：リニア開業は２０２７年は断念し、２０３４年以降に開業になることで

でいいか。

会社：そのような言い方はしていない。あくまでも２０２７年開業は実現でき

ないとした。静岡工区が着手できていないので、２０１７年に工事契約を

しているが、当初契約時に考えていた工事期間は１０年と考えていた。し

かし、工事着手に至っていないし、示せるものはない。

組合：２０２７年開業は断念した。それによって建設資金に大きく変化が生じ

るのか。

会社：工期が延びたとしても、やる工事内容は変わるわけではないので、工事

費に大きなインパクトを与えるものではない。工期が延びれば延びるほど、
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既存の営業キャシュフローが蓄積していくことから、それを原資に使用し

ていくことから借入金が少なくて済むこととなる。ただ、リニア中央新幹

線は２重系の意味合いからできるだけ早く実現させていく。

組合：工期が長引けば工事費が増加することが、マスコミを通じて報道されて

いる。

会社：工期が延びれば工事のための人員や資材等が必要となる期間が長くなる

わけだから、そういう部分のコストが上がってくることはある。リニア建

設のための全体コストから見ると決して大きなものではない。どちらかと

いうと、その間積み上がってくる既存事業のキャッシュフローの方は規模

や額が大きい。

以 上

＊会社資料は次ページに掲載
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